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平成２９年度 子育てグループ所管事務に係る予算の概要 
 

第２款 総務費 項１ 総務管理費 

 

目 13 幼稚園振興費  

１ 私立幼稚園就園奨励費補助金（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 30,048 76,990 79,190 73,182 

目的 
園児の保護者の経済的負担を軽減し、子どもを安心して育

てられる環境を作ることを目的とする。 

事業内容 

 園児の保護者に補助金を支給する。 

 ・補助対象予定人数 199人 

  （補助額は所得階層別等により設定） 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育を推進する。 

なお、前年度からの予算額の減は、施設型給付に移行する

園が補助対象外となるため、対象予定人数の減少による。 

 

２ 私立幼稚園協会教職員研修費補助金（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 125 500 500 500 

目的 
私立幼稚園の教職員の資質の向上のため研修費を補助し、

幼児教育の充実を図ることを目的とする。 

事業内容 

 登別市私立幼稚園協会に教職員の研修に要する経費の一部

を補助する。 

【補助の内容】 

 ・対象研修予定件数 ８件 

 ・研修受講予定人数 延べ19人 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

教職員の資質の向上を図り幼児教育を充実させる。 

なお、前年度からの予算額の減は、施設型給付に移行する

園が補助対象外となるため、対象予定施設数の減少による。 

 

３ 私立幼稚園教材教具費等補助金（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 700 2,740 2,740 2,168 

目的 
園児の保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の充実を図

ることを目的とする。 

事業内容 

 園児の学習活動に必要な教材教具の購入に係る経費の一部

を補助する。 

 ・対象予定者数175人×4,000円 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

保護者の経済的負担の軽減を図り幼児教育を推進する。 

なお、前年度からの予算額の減は、施設型給付に移行する

園が補助対象外となるため、対象予定人数の減少による。 
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第３款 民生費 項１ 社会福祉費 

 

目１ 社会福祉総務費 

 

６ 日胆はまなす里親会補助金（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 30 30 30 30 

目的 
里親制度の普及により、児童福祉の向上を図ることを目的

とする。 

事業内容 
胆振、日高管内の里親で構成される日胆はまなす里親会の

運営に対し補助を行う。 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

 要保護児童を家庭的環境の中で養育する里親制度は、児童

にとって望ましい養育形態であり、本市の要保護児童対策の

中で重要な役割を担っていることから、引き続き、里親会の

活動を支援する。 

 

 

第３款 民生費 項３ 児童福祉費 

 

目１ 児童福祉総務費 

１ ひとり親家庭等自立支援給付事業費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ １ ４ 2,436 1,932 240 0 

目的 
ひとり親の職業能力開発を促進することにより、ひとり親

家庭の所得水準の向上と社会的自立を促すことを目的とする。 

重点的に取組む 

事項及び変更点 
訓練終了後、適職に就けるよう、引き続き支援する。 

 

○高等職業訓練促進給付金 

   本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

   2,046 1,692 0 0 

事業内容 
ひとり親が職業訓練中の世帯の生活を支援するため、給付

金を支給する。 

 

○自立支援教育訓練給付金 

   本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

   240 240 240 0 

事業内容 
ひとり親の職業能力開発を促進するため、教育訓練終了後、

自立支援教育訓練奨励金を支給する。 
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○高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金【新 規】 

   本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

   150 0 0 0 

事業内容 

高等学校を卒業していないひとり親家庭の親及びひとり親

家庭の20歳未満の児童が、高等学校卒業程度認定試験の合格

を目指す場合に、対策講座の受講費用の軽減を図り、ひとり

親家庭の社会的自立を支援するため、給付金を支給する。 

【財源内訳】 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金 一般財源 

150 112 38 
 

 

２ 子育て支援センター運営経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 1,099 805 805 661 

目的 

子育て家庭の育児不安についての相談や助言、親子の交流

の場の提供などにより、地域全体で子育てを支援することを

目的とする。 

事業内容 

育児に不安などを感じている保護者に対し、育児相談や子

育て講座を行うほか、子育て情報誌の発行、移動子育て支援

を行うなど、子育て家庭に対する支援を行う。  

・育児相談 

・子育て講座・センター開放事業 

・育児サークルの育成・支援 

・移動子育て支援センターの開催 

・あそびの広場の開催 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

さまざまな育児支援を通して保護者をサポートし、子育て

支援の充実を図る。 

 

３ 仕事と家庭両立支援（ファミリーサポートセンター）事業費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 7,818 7,550 7,550 7,455 

目的 
育児の援助を受けたい人と、提供したい人が相互に支援を

行い、仕事と育児の両立を図ることを目的とする。 

事業内容 

子どもの預かりの相互援助組織である登別市ファミリーサ

ポートセンターを設置し、委託により、預かりの調整、預か

りのための研修等を行う。 

・委託先 登別市社会福祉協議会 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

 円滑な利用調整、預かり会員の資質の向上に努め、預かり

需要に対し適切に対応する。 
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４ 産後子育てママ派遣事業費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 119 119 119 17 

目的 
出産後間もない母親の育児・家事の負担を軽減することを

目的とする。 

事業内容 

家事援助ヘルパーを派遣し、産後間もない母親の育児・家

事を支援する。 

・利用見込件数  ３件 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

利用件数は少ないが、出産の際に援助を得られる家族・親

類が無い場合の支援策として、引き続き実施する。 

 

５ 家庭児童相談室・母子父子自立支援員経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 15 27 27 27 

目的 
ひとり親家庭や寡婦の福祉の充実と社会的自立を推進する

ことを目的とする。 

事業内容 

家庭児童相談室に相談員を配置し、ひとり親家庭の母また

は父、寡婦に自立のための助言や情報提供を行う。 

 ・離婚に伴う諸手続きの相談 

 ・就業相談 

 ・母子父子寡婦福祉資金の貸付相談 

 ・教育訓練給付金等の相談と情報提供 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

積極的に教育訓練の受講を勧め、ひとり親家庭の社会的自

立を促す。 

 

６ 富岸子育てひろば運営委託料（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 7,486 7,498 7,498 7,444 

目的 

地域の実情に応じたきめ細かな子育て支援サービスの提供

により、地域の子育て支援機能の充実を図ることを目的とす

る。 

事業内容 

子育て親子が気軽に集い、相互に交流できる常設のひろば

を開設し、委託により、子育てに関する相談や情報提供など

を行う。 

 ・実施場所 亀田記念公園わんぱーく内 

 ・実施内容 ひろば開放・子育て勉強会・出張子育てひろ 

ば等 

・委託先  特定非営利活動法人 

       登別自然活動支援組織モモンガくらぶ 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

 子育ての不安や負担感を解消するため、提供するサービス

の充実を図る。 
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７ 登別子育て支援センター運営管理業務委託料（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 7,553 7,515 7,515 7,453 

目的 

子育て家庭の育児不安についての相談や助言、親子の交流

の場の提供等により、地域全体で子育てを支援することを目

的とする。 

事業内容 
登別保育所内に設置している登別子育て支援センターの運

営管理を同保育所の受託法人への委託により行う。 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

引き続き、委託による運営管理を行い、子育て支援の充実

を図る。 

 

８ 子ども・子育て会議経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 344 306 306 15 

目的 

登別市子ども・子育て会議条例に基づき会議を開催し、子

ども・子育て支援施策に関し必要な事項を調査審議すること

を目的とする。 

事業内容 

 市が特定教育・保育施設や特定地域型保育事業の利用定員

を定める際や、子ども・子育て支援事業計画など、市の総合

的・計画的な子ども・子育て支援施策の推進に関して、当該

施策が地域の子ども・子育て家庭の実情やニーズを踏まえた

ものとなっているかなど、必要とする事項及び実施状況の調

査審議を行う。 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

 新制度に基づく子ども・子育て支援施策の実施状況の継続

的な点検・評価・見直しを行っていく。 

 

９ 児童入所施設措置費（助産施設分）（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 420 420 420 0 

目的 
経済的理由が出産を妨げないよう支援することにより、安

心して出産できる環境づくりを行うことを目的とする。 

事業内容 

経済的理由により入院助産を受けることができない妊婦を

入院措置する。 

・措置見込人数  １人 

重点的に取組む 

事項及び変更点 
経済的理由が出産を妨げることのない環境を維持する。 
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10 こどもショートステイ経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 164 164 164 0 

目的 

一時的に養育が困難となった保護者に代わって子どもを養

育することにより、子どもの健全育成を図ることを目的とす

る。 

事業内容 

疾病等により一時的に養育困難になった子どもを、委託に

より、児童養護施設で養育する。 

・対象見込人数  ２人 

重点的に取組む 

事項及び変更点 
緊急時の子ども等の受入態勢の連携を図る。 

 

11 認定こども園防犯対策強化事業補助金【新 規】（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 6,075 0 0 0 

目的 
認定こども園の防犯対策に要する経費の一部を補助し、防

犯対策強化の推進を図ることを目的とする。 

事業内容 

 認定こども園の運営を予定する学校法人登別立正学園が行

う、防犯カメラや門の設置等の防犯対策に要する経費の一部

を補助する。 

【財源内訳】 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金 一般財源 

6,075 4,050 2,025 
 

 

12 災害遺児手当支給経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 120 120 120 0 

目的 
災害遺児を養育する保護者の負担軽減を図り、子どもの健

全な育成を支援することを目的とする。 

事業内容 

自然災害、交通事故により父母又は父母のいずれかが死亡

若しくは重度の障がいとなった子ども(遺児)を養育する保護

者に対し、手当（遺児が中学校修了まで月額10,000円）を支

給する。 

・支給見込人数  １人 

重点的に取組む 

事項及び変更点 
災害等が発生した際の遺児の把握に努める。 
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13 児童手当支給経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 649,755 661,175 651,295 666,830 

目的 
次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援することを

目的とする。 

事業内容 

中学校修了までの子どもの父母などに手当を支給する。 

【一人あたり支給額（月額）】 

 ・３歳未満               15,000円 

 ・３歳以上小学校修了前  第１、２子  10,000円 

              第３子以降  15,000円 

 ・中学生                10,000円 

 ・所得制限限度額以上の世帯の子ども    5,000円 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

子育て家庭の生活の安定を図り、子どもの健全な育成を支

援する。 

 

 

14 児童扶養手当支給経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 268,318 289,064 269,650 276,029 

目的 
ひとり親家庭の生活の安定と自立を促進することを目的と

する。 

事業内容 

ひとり親世帯の所得に応じ、手当を支給する。 

【支給額（月額）】 

 ・子ども１人の場合  

全部支給      42,290円 

   一部支給      42,280円～9,980円 

 ・子ども２人以上の加算額 

   ２人目        9,990円 

一部支給       9,980円～5,000円 

   ３人目１人につき  5,990円 

   一部支給       5,980円～3,000円 

重点的に取組む 

事項及び変更点 
ひとり親世帯の自立を促進する。 
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15 児童虐待防止啓発事業費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ ２ 249 100 100 77 

目的 
子どもへの虐待に対する関心と理解を訴え、地域がひとつ

になって子どもを守ることを目的とする。 

事業内容 

市民一人ひとりが子ども虐待に意識を向けるよう啓発活動

を行う。 

・子ども虐待防止講演会の開催 

・広報紙・ホームページによる啓発  

・民生委員・児童委員との懇談会の開催 

 ・町内会へのチラシの配布 

 ・オレンジリボン運動の展開 

・子ども虐待防止推進に向けた新聞広告の掲示 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

 虐待に対する啓発活動を行うとともに、各関係機関と連携

を図りながら、子ども虐待の未然防止に努める。 

 

 

目２ 保育所費  

１ 普通保育所運営管理経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 64,117 64,581 64,581 60,076 

目的 

保護者の家庭と仕事の両立を支援するとともに、安心して

子どもを生み育てる環境をつくり、子どもの健全育成を図る

ことを目的とする。 

事業内容 

保護者の就労や疾病、介護などの理由により、保育を必要

とする子どもに保育サービスを提供する。 

・入所定員児童数 480人（各保育所 120人） 

・予算人員    415人 

（登別保育所を除き、広域入所受託分２人を含む） 

重点的に取組む 

事項及び変更点 
保護者が安心して子どもを預けられる保育に取り組む。 

 

２ 登別保育所運営管理業務委託料（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 81,706 78,815 78,815 73,631 

目的 

保護者の家庭と仕事の両立を支援するとともに、安心して

子どもを生み育てる環境をつくり、幼稚園、保育所で区分す

ることなく、子どもの健全な育成を図ることを目的とする。 

事業内容 
登別保育所の運営を民間事業者に委託し、保育を必要とす

る子どもに保育サービスを提供する。 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

引き続き、運営管理を委託し、保護者が安心して子どもを

預けられる保育に取り組む。 
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３ 延長保育実施経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 380 509 509 379 

目的 

保護者の就労形態の多様化を踏まえ保育時間を延長し、子

どもの健全育成及び保護者の負担軽減を図ることを目的とす

る。 

事業内容 

保育時間の延長ニーズに対応するため、全保育所で延長保

育を実施する。 

 ・延長時間 午後６時15分～午後７時15分 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

保護者のニーズを踏まえ、引き続き、保育時間を延長して

保育を実施する。 

 

４ 休日保育実施経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 130 129 129 91 

目的 
保護者の就労形態の多様化に伴い、保育を必要とする子ど

もの健全育成を図ることを目的とする。 

事業内容 

保育所の閉所日である日曜・祝日において、市内１か所の

拠点保育所（富士保育所）で平日と同様の保育を実施する。 

・利用見込件数 264件 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

保護者の就労支援のため、保育所の閉所日に保育を実施す

る。 

 

 

 

目４ 児童館費  

 

１ 児童館・児童センター運営管理経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 12,551 10,729 10,729 10,106 

目的 

子どもに健全な遊びを与え、その情操を育み、健康を増進

することにより、子どもの健全な育成を図ることを目的とす

る。 

事業内容 
 市内11か所の児童館（８施設）・児童センター（１施設）・

児童室（２施設）において、子どもに遊びの場を提供する。 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

子どもの自主性、社会性、創造性がより高まるよう、指導・

支援する。また、市内全児童館、児童室及び児童センターに

おいて昼食持参での利用許可や、青葉児童館、常盤児童館及

び登別児童館において、小学生が授業終了後一旦帰宅せずに

直接児童館を利用できる「直接来館」を実施する。 
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２ 鷲別児童館移転改築事業費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 127,032 19,824 18,188 3,132 

目的 
 児童の安全・安心な放課後等の活動拠点を確保することを

目的とする。 

事業内容 

 鷲別小学校隣接地へ移転改築し、放課後児童クラブ、子育

て支援センターを併設した複合型の施設として整備するた

め、本体工事を行う。 

・開館予定 平成30年２月 

【財源内訳】 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金 道支出金 市債 一般財源 

127,032 15,477 15,144 75,800 20,611 
 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

地域の子育て支援の中核施設となるよう、運営方法の検討

を進める。 

 

 

目５ 放課後児童育成費  

１ 放課後児童クラブ運営経費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 4,056 4,043 4,043 3,186 

目的 

保護者が就労等により日中不在の小学生に遊びや生活の場

を提供することにより、その健全な育成を図るとともに、保

護者の就労を支援することを目的とする。 

事業内容 

市内７か所に設置している放課後児童クラブにおいて、保

護者が日中不在の小学生を対象に、遊びや生活の場を提供す

る。 

【登録見込児童数】 

 ・富岸児童クラブ  70人  ・常盤児童クラブ  30人 

 ・若草児童クラブ  50人  ・青葉児童クラブ  30人 

 ・幌別西児童クラブ 25人  ・鷲別児童クラブ  40人 

 ・登別児童クラブ  15人 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

引き続き、保護者が日中不在の小学生を対象に、児童が安

心して過ごせる場を提供する。 
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目７ 教育・保育給付費  

 

１ 特定教育・保育施設等給付費（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 273,876 0 1,507 0 

目的 
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業における教

育・保育を円滑に行うことを目的とする。 

事業内容 

子ども・子育て支援法に基づき、特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業での教育・保育に要する費用（公定価格）

について、「施設型給付費」及び「地域型保育給付費」とし

て給付を行う。 

・給付対象見込人数 453人 

重点的に取組む 

事項及び変更点 

引き続き、必要な教育・保育に係る給付を行う。 

本年度から施設型給付に移行する園があることから対象予

定者数の増加を見込む。 

 

 

 

２ 一時預かり事業費【新 規】（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 5,000 0 0 0 

目的 

保護者の就労形態の多様化を踏まえ、施設型給付を受ける

私立幼稚園等において一時預かり事業を実施し、子どもの健

全育成及び保護者の負担軽減を図ることを目的とする。 

事業内容 

 子ども・子育て支援法に基づき、施設型給付を受ける私立

幼稚園及び認定こども園を利用する１号認定を受けた在園児

に対し、教育時間の前後や長期休業日等における預かり保育

の実施を委託する。 

【財源内訳】 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金 道支出金 一般財源 

5,000 1,666 1,666 1,668 
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３ 延長保育事業費【新 規】（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 3,200 0 0 0 

目的 

保護者の就労形態の多様化を踏まえ保育時間を延長する認

定こども園等に対して、その運営に要する費用の一部を補助

し、子どもの健全育成及び保護者の負担軽減を図ることを目

的とする。 

事業内容 

子ども・子育て支援法に基づき、保育時間の延長ニーズに

対応するため、２・３号認定を受けた在園児について延長保

育を実施する特定教育・保育施設に対し、その運営に要する

費用の一部を補助する。 

【財源内訳】 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金 道支出金 一般財源 

3,200 1,066 1,066 1,068 
 

 

４ 特定教育・保育補足給付費【新 規】（保健福祉部子育てＧ） 

章 節 施策 本年度当初予算 前年度当初予算 前年度最終予算 前々年度決算 

１ ３ １ 420 0 0 0 

目的 

低所得で生計が困難な家庭の子どもについて、実費徴収費

用の一部を補助することにより、子どもの健やかな成長を支

援することを目的とする。 

事業内容 

特定教育・保育施設を利用する低所得で生計が困難な家庭

の子どもについて、保育料とは別に実費徴収される費用の一

部を補助する。 

【財源内訳】 

事業費 
財源内訳 

国庫支出金 道支出金 一般財源 

420 140 140 140 
 

 

 


